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1.は じめ に一問題 の提起 と限定 一
今 日,資 本主義経済機構iに深 く編み込 まれた個別 農業経営は,常 に市場 取引関係 と密接 な掛 り
合いを持ちなが ら運営 されてきてい る。農業生産に必要な装備を充足す るために生産資材や雇傭
労働力を含めて,そ の調達は広 く市場機構を通 じて貨幣価値的に評価 され て くる。 しか し,一 方
で農業生産は動物性,植 物性の食料,原 料の供給であ り,動植物 を生産対 象とし,そ れ ぞれが個
体差を もった ものである。その生産過程において,自 然条件に強 く制的 されなが ら一様 でない変
化 として貴化す るものであ る。 また農業生産には副産物や中間生産物を利用 した 白給肥料,自 給
飼料な ど,内 部取引が多 く市場価値を もって把握 し難い もの もある。'したが って,農 業経営の経
営成果や経営態様を貨幣価値的 に測定す る農業会計 において,最 も重要 な問題は,こ の動植物の
有機的生命体を対象 とす ることと,そ の価値形成過程 において市場性を もた ない生産物 の評価の
困難 さにあるといえ よう。 シューt・一レソバ ッハ(Eschrnalenbach)は「農業経営上の会計制度の
歴史では実際その大部分は評価方法の歴 史である」1)とし,.農業経営のみな らず,内 部取引 の 多
い化学工業において も同様な問題を抱えてい ることを指摘 してい る。
また,わ が国の これ までの農業経営におけ る 会計実務で,と くに 注意す べきことは,r農 家を
一っの会計単位 と していること」2)であ り,「農業全 体と して収益 と費用 が期間的に対応 され,農
家全体 としての所得や財産の増減変化が 計算 されてい る」3)ことであ る。農家を 会計単位 として
いるとい うことは,も ともとわが国 の農業経営の特質 として零細 な農業経営が前提され こ(いて,
その実態は家計 と経営が未分化 の状態にあ るとい うことである。 この状態 は 「全 く自給経済 とい
う特殊部門の存在に よって」4)であ り,農家経営内で生産 された 農産物 の 供給 と需要の間に市場
機構を欠いた,封 鎖経済部分 の存在が,農 家経営の実態を社会経済的な価値尺度に よ・、て掌握 し
難いことを示すにほかな らない。 したが って,農 家を会計単位 として限定 す ることにお いて,経













導者の主観に よ り,あ るいは都道府県 ・事業団体な どに よって決定 された指針に したがって,そ
れ ぞれ区 々に なっている」5)ことが指摘 され てい る。経営事象を記録す る会計技術は 社会的な制
度 として存在す るものでなけれ ぽな らない。経営成果 として算 出された純収益が,'広く社会的に
客観性を もって認容 され るためには,一 定 の原理,原 則に したがって算定 され るものでなければ
な らない。一般に公正妥当 と認め られた 会計処理 の 基準に 準拠 した 経営成果であれぽ,と りわ
け,共 同経営 のよ うな非血縁的関係老が参画 してい るところでは,合 理的 な成果分配をな しうる
基礎を提供す るものである。 またそれは個 別経営 に とっては時間比較を,他 の経営組織体では経
営 比較を可能にさせ,さ らに経営管理上の有用な経営 資料 として役立つ ものであ る。そ こで商工
業で広 く採用 されてい る企業会計原則が農業 の分野に も適用 され るのであ るが,農 業生産の特殊
性 もあ って,そ の一義的な適用は また 多 くの問題を内包す る もの とな ってい る。 し た が っ て,
「農業生産の実状に即 した会計処理基準とい った ものがでぎていなければな らない」6)のである。
本稿では,個 別 の農業経営 の問題 として,農 家経営 の家計 と経営の未分化における経営計算の
構造 を究 明 しなが ら,農 業 生産 の価値 形成過程を測定す る困難 さ,そ して経営規模拡大に よる経










2.農 家経 営の 会計主 体
}驚家を・一つの会計単位とす る,と い うことは農家経営を一つの会。1'的範囲と して限定す ること
であ り,そ の範囲内で所得や財産 の増減変動 を記録 計算す ることにある。 しか し,農 業生産 の環
境条 件が著 るしく変貌す る過程 にあって,わ れわれはい ま一度,農 業経営におけ る会計事実 を評
価 し,測 定する判断の主 体者はだれであ るのか,ま たどの よ うな立場 か ら会。†的判断をす るのか
を,農 家経営そ の ものの特質を検討 しなが ら考えてみたい。
'
わが国の 農業経営の大半は為細な土地を所 有 し,農 業の従 事者 も家族 員の労働に依存 した家族
的経営が支配的 である。一定の装備 を もとに,季 節的な繁忙期 には外 部か ら若干の労働 力を雇い
入れ るに しても,な お,家 族員の労働力の不足分を補充す るもので しかない程度 の,い わば小農
と しての経営規模 であ る。 この特質か ら農業経営 とい う,よりも農家経営,家 族経営,家 族労作経
営 と称 されてい るわけである。 この ような零 細な家族経営 としての経営 圓標は,基 本的には家族
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員の生計を維 持す るこ とに置かれ てい る。
生計を維持す るとい うことは,そ の家族の生活体系を維持す ることであ り,そ こには生命の生
産,労 働力 の再生産 が行なわれ る生活 の場 として機能 している。 この家族は家族 員の生計維持 の
ため財 貨,用 役が消費 され る経済単位,す なわち消費経済体と して存立す る。 ここに経済主体 と
しての家計 とい う単位が与 え られてい る。 また,生 計維持に必要 な財貨,用 役が消費 され る糧 と
しての所 得が稼得 されねばな らない。家族経営ではその所得を稼得す るた めに,生 産活動に必要
な労働力を家族 員か ら充当す る。 しか し,こ の 自給労働について対価報酬 が評価 されてない実 態
が ある。例えば,昭 和32年度 の臨時税制調査会答申では,「家族 に 対する給与の 支払 は行われな
い ごとが多 く,ま た,た とえ行 った として も事実の確認はほ とん ど不可能であ り……」 と説明 し
ている。 また昭和40年の答 申では,「家族従業員に 対す る 給与支払慣行が一般 化 してい るとは認
め られず,ま たその支払給 与の額に限度を設 けないで経費に認 めれぽ,恣 意 的な給与 の取 りきめ
に よる負担の不 当な軽減を図 られ るおそれ があ り……」2)として,家 族員 の 労働力が,い まだ十
分 に制度的,社 会的に商品化 され ていない ことを示 している。農家経営では生計を維持す るため
に,所 得を生み出す経営活動におい て家族経営 と して取 り組む ところの生産経済体 と して も存在
す る。わが国の大 方の農業経営 が,こ の よ うな消費経済体 と生産経済体 とが混然一体化 してい る
ことか ら,い わゆ る 「家計 と経営 の未分化」 として の属性 をもった ものと理解 され てい る。
・この消費経済体と しての側面か ら会計は一般的には,家 計,官 庁会計,公 益法人の会計などが
挙げ られ る。消費経済体 の原初的な会計 目的は,現 金の現在的な残高の証明 であ り,収 入額を限
度 と してその源泉を明記 し,こ れに 対す る 支出の 使途 を項 目別に 明 らかにす ることであ る。通
常,消 費経済 体の会計責任(Accountability)は単系屯な収 支計算を も6て 解除 され る ものである。
と くに家計におけ る収 支計算は,所 得 としての一定額か ら,家 族 員の欲望を充足 させ なが ら生沽
向上を計 るために支出処分 され る過 程である。すなわち,家 計の 支出は,所 得収入の範囲内にお
いて生活的合理性を 配慮 しなが ら,現 在的な 生計維 持のための 支出 と,将 来的な 危険 負担に備
え るため の 貯蓄 と して 処分 され る プPセ スである。家計の 行動理念は'tlfit維持思 考(Ideeder
Nahrung)であ り,収 入 支出計算の過程 では,損 益計算は成立 しないのである。
次に,家 計におけ る私的財産 の管理について会計的立場か ら考察 してみ よう。家計用財産は生
計維持に支配 された財貨であ って,家 族構成員の各 々の欲 望充足の度合いは様 々であ り,衣 食住
に必要な生活手段 として存在 し,ま た教育や文化そ して娯楽にかかわるもの まで含めて多 目的で
あ り,多義的 である。 またそ の財産はその一人の ものに とっての,そ の取得時の歴史性や取得以
降 の受着性を もち,さ らに趣好品 としての性格を帯びている もの もある。 したが って,家 計用の
財産構成はそれ ぞれが必ず しも有機的結合を もって,統 一 体を成 してい るものでは ない。 そ こで
家計用財産を貨幣価値 的に評価す る積極的意義は見出 し難 いのである2)。家計支配下 の財産 を管
理 しようとす るな らば,・その種類別の数量単位に もとつ く物量計 算(Mengenrechnung)で事が
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足 りるのである。家 計におけ る私的財産は生活手段 と して保有 されてい るものである。 したが っ
て,そ の財産は資本概念を もって律す ることはできないのであ る。耐久資産を保有 していて も,
家計支配下であれば,そ れは資本財 では な く,当 然,投 下,回 収 の過程に置かれていないので減
価償却の対象資産 で もない,ま たその必要 もない ことにな る。
家計 と経営 の未分化の問題は,具 体的には私的財産 と経営財産 とが不可分 な一体をなしている
ことか ら考察で きるものである。た とえば,テ ープルー つ採 り ヒげても,そ れが家計的に家族 員
の食卓 と して利用す るのであれぽ,生 計維持のためにあることが認識で きる。 テーブルはその家
族の私的 な所有財産 として存在す る。 また同一の テー ブルが農作業におけ る作業台 として,{吏用
され るな らば,家 計の源泉 である所得を稼得す るための手段 であ り,経 営資産 の一部として存在
す ることにな る。 この資産 を利用 して継続的に再 生産を可能な らしめるためには,そ の資産の減
損に相 当す る部分を生産物 の販売対価 ・々ら補墳 され る必要 がある。すなわち,そ れは減価償却の
対象資産 として認識 され営利原則(Erwerbsprinzip)の支配下に置かれ ることにな る。 したが っ
て,零 細な農家経営における私的財産 と経営財産 とが混然一体化 しているとい うことは,財 産 の
公私混同を意味す るのではな く,会 計主体におけ る帳簿上(buchhalterisch)の帰属に おいて不
明確にな っていることを意味す る3)。すなわ ち,零 細 な農家経営では 財産が生産手段 と して,ま
た労働力につい て もい えるのだが,資 本循環過程に純粋な形 で編入 され ていないことを示 してい
る。
そ こで,わ れ われは農家を一つの会計単位 として,一 定期間の所得を算定 しよ うと す る な ら
ぽ,会 計理論上所有主理論(proprietarytheory)が適用 され ることにな る。す なわち,こ の農家
に保有 され る財 産はその所有者の私的所有物 であ るか ら,所 有主は 自己所有の財産増減に最大 の
関心 を寄せ,所 有財産 の保全 と増 殖を直接的な 目的 とす る。 したが って,会 計 の処理,手 続はす
べて所有者に関連づけ られ,財 産 変動を記録計算す る会計的判断 の主体者はその所 有者であ る。
所 有主理論に もとつ く計算構造は,一 定期間を限定 しその期首 と期末のそれぞれ の純財産を算定
し,こ の両時点の 純財産を 比較 して,そ の増加を 所得 として 認識す る,い わゆ る純財産増加説
(Reinvem6genszugangstheorie)であ って,一 定期間 内の個人所有の純財産の増加部分を所得と
す る。
しか し,実 際問題 としては,個 別経営 の立場で期首 と期末の純財産を評価す ることが困難であ
ることか ら,純 財産が実現(realize)した ものについてだ け計測 して所得額を掌握す ることが行
なわれてい る4)。この財産法 の計算構造 では,所 得の結果は把握 できて もその 原因は究明 できな
い。 とい うのは期中の取引過程 を捨象 しているものだか らであ る。 したが って厳密 な意味 で取引






2)土 田三千雄著,「会計理論」国元書店,1975年,p.198.(土田教授は.も と もとr消 費経済体では収
益 を貨幣価値で測定す ることが倫理的に拒否され る」とい う理 由を指摘 している。)
3)江 題憲治郎著,「会社法人格否認の法理」東京大学出版会,1980年,p.34.
4)武 田隆二著,「所得会計の理論」同文館,1970年,p.66.























個別農業経営の規模拡大は生産手段の量的な大いさとして把握 され るのであるが,農地,農 業
労働力,機械 ・施設そして農業資材など,これ ら異質の生産手段の一つ一つの構成が,統一的な




か ら財産管理的側面が強調 され るのであるが,他 方に経営活動に よる経営業績の正確 な把握は経
営その ものの存立にかかわ って,今 日的な課題 として重要性を増 してきている。そこで合理的管
理 と経営業績 の掌握のために企業的管理手法の導入に よって,す なわち,複 式簿記 の原理 を採 り
入れ て科学 的数値に よって行 う意志 が働 くのである。 もとよ り複式簿記は商業の分野 で発展 し来
た った もので,資 本の循環過程を最 も合理的に計測す る計算体系 と して歴史性を もった ものであ
る1)。われわれは個別農業経営の 一定期間の経営業績 であ る純収益,・そ して一定時点の経営状態
を把握す るに際 し,複 式簿記原理を適用す るに して も,な お,そ の記帳対象において十分 な資本
価値 と して認識 され ていない部分があ ることを知 らねばな らない。、
経営業績 と して把握 され るべ き経営成果は,農 業生産のために投入された生産手段 としての経
営財産の,そ の活用に よって惹起 した増減変化の結果 である。単な る資産保有に よる貨幣価値変
動や相続などに よる増減変化 の結果 ではない。 したが っ1て,農業生産に不可欠な農地 も生産手段
として存在す る。 しか し,私 的に所有する農地は農民の経験 と勘に よ、って支え られ,額 に汗 して
開墾 した産物であ り,家 族員の生計を維持す る基礎 として 歴 史性を もった 執着心 と 愛着心があ
る。 この観念が社会的に容認 された所有権 と して形式的でな く,実 質的支配力 をもつのであ って
所有者の自由な裁量ができる物権 として支配す る。 これが 自作農 主義の骨格 ともな ってい るのだ
がメ近年 では農地 の資産保有的志向 もあって共 同経営の ような大規模経営の組織化を進め る うえ
で農地 の流動化を妨げてい ることはい うまで もない。 また農地 の私的な生計維持のための糧 と.し
.ての所有財産は,こ れ までの国家的な独 占資本主義の土地収奪 の経緯 か ら農民に生産手段 として
の観 念に転換 させ ることを難 か しくしてお り2),このことが個別経営 の経営主体 の 確立ag幾多の
問題 を提起するにいたっている3〕。
共 同経営 で も,ま た借地にす る耕地面積の拡大をはか った農家経 営でも,そ こに投入され る労
働力は,経 営規模の拡大に よって質的変化をもた らす ものである。す なわち,非 血縁的 な農業従
事者が同一経営組織体の中で,統 一 した経営 目標 の下 で協働的に働 くことになる。そこでは労働
の生産性を向上 させ るために労働は分業 として展開 し,「個 々の 人間は,分 割せ られ 独立 してき
た部分的行為の専属的担当者」4)となって くる。 自作農主義的な労働行為に 永 く慣れ 親 しんだ農
業従 事者 も,こ うした質的変化を伴 って くると,私 的な家事労働 と経営労働 との区分認識をもつ
ようにな り,「農業経営に対す る家族労働力投入について も給付,反 対給付を明瞭 にす る」5)・契機
を もつ ことにな る。省力化のための機械,器 具の投入に よる数量的増大は一層の分業 と専業化に
拍車を駆 け ることにな り,家 計 とは異 った経営労働 としての認識は一層強 くなるものであ る。.
また,農 業経営 の形態的変化,農 業制度 など新 しい農業生産 条件に対応 して導入された農業機
械,農 業施設な どの固定資産は,そ れだけ また個別経営に とっては生産資本 の財務的な固定化を
意味する。固定資産の投入に よって,収 益稼 得の努力はその資産 の耐用年数に亘 って長期化す る






的か ら計上され る。また減価償却費の計 上は生産物の価額にその償却分を転化 させる原価計算日
的 もあ り,さらに固定資産に投下された固定資本を流動資産によって何収する資金計算目的もあ



















る。すなわち,経営そのものの実体を認め,私 的所有者の恣意的要素を排除 した企業実体 ③usi・
nessentity)の立場か ら経営事象を測定することによって,その経営数値に客観性を持たせるこ
とシこ↓まカ・な らない。
近年,農 業生産組織の編成が著 しいが,そ の組織体において会計主体は実態的にどの程度まで







と し,所 有 と経 営 に関 す る経 済学 的,経 営 学 的 研 究 の課 題 が残 され て い る とい え よ う。
(注)
1)レ イモン ド・ド・ルーヴァー,岸 悦三訳Cル ーヴァー複式 簿記生成史』広島商大論集,第3巻 第2
号,1972年,p.137.(RaymondDeRoover.,Laformat三〇neerexpansiondelacomptabilit6a
partiedouble,1937)
2)井 野隆一,暉 峻衆三,重 富健一編著 「戦後 日本の農業 と農 民」新評論,1975年,p.48.
3)小 倉武二著,「農地法改正の意義」農業法研究,農 業法学会,1970年,第5,6号 合併 号p.12.(小倉
武一氏は農家一般が資産保 有的志 向を もつ ときに,こ れに対抗 して,所 所の流動化を図 るよ りも,所 有
と利用 の分離の傾向を助長す るほ うが得策か もしれないことを示唆 している。)
4)三 戸 公著,「個別資本論序説」森 山書店,1964年,p:138.・
5)貝 原基介著,「会計実体 と農業の会計」,農業計算学研究.1969年,第3号,p.6.

































所有者や経営参加者の私的財産が経営財産として経営組織体に組み込 まれるとい うこ とは,
「その日的の不明確で多義的な家計か ら一定額の財産が分離されて,明確な営利目的のための元
本 とされる」2)ことである。 この分離を明確化するために元本としての 資本勘定が 設置され,帳
簿上で財産帰属の主体者を明確にすることである。この会計技術によって財産が経営資本として
機能する出発点を示 し,ここに家計と経営の観念的分化が会計処理 上によって認識することがで
きる。経営組織体に財産が編入されると,それは統一的な経営目標に 指向された 経営財産 と な
り,「個々の財産がどのように姿を変えようとも,どこまでもそれ らが 有機的全体として統一的











の世帯と経営の分離,さ らに農家内,農家間での経営 と所有の分離の諸傾向が 進行 した」5)こと








農業統 計の対応 として も農家統計か ら経営統計への移行の道筋 も,1965年中間農業 セ ンサスで
1
は,い まだ社会的市民権 を得ていない ことか ら採用 されなか ったが,1970年,1975年のセ ンサス
では農家統計の枠組を崩 さないで,近 代化の 動 きを反映 させ る方向へ と向 ってい るT)。統計対 象
としての農業の多様化,多 面化に対 し,現 実的には経営機 能面の重視が,農 家 単位 について再 検
討を加えた要因に もなった ともいえよ う。
もとよ り,統 計は統計対象の集団のい くつかの側面 を数量的に総括 した ものであ って,対 象 と
な る集団現象を種類別に統計数値に よって表明 しようとす るもの である。農家統 計を 例 に と れ
ば,国 とか県の統 計数値の集積主体である機関は,農 家の分類を経営 規模別,専 業 ・兼業別,経
営 組織別等 で統 計をと り,こ の統計資料 によって農家 の動 向や農業の構造的変化 の態様を察知す
る。 また関連当局はそれぞれ の構造的な特質や通則性 をで きるか ぎ り正確に把握 して,農 政 の合
理 的施策 の判断材料 とす るものであ る。.
統 計数値は総量 とか平均値 とかの数量的な総括であ る。 われわれは この数量的 な総括に よって
浮彫 りに された平均農家につ いて知 ることがで きる。 しか し,現 実の個別農家の実態は知 る亡 と
がで きない。統計手法には複式簿記原理 のよ うな計算構造 におい て,自 動検証機能が備わ ってい
るわけではない。 したが って,統 計数値 の記帳 を もって,'また統 計手法の一部を採用 して個別経
営 自体の経営態様や経営 成果を把握 しようとしても,そ の数値に対 しては正確性に欠けていると
いわ ざるを得ない。「抽象的経済観念は具体的な農業経営の 運行の 統轄者 とはな り得ない ことを
農業 簿記成果が教えて くれ るのであ る」S)。個別農業経営の 立場か らは 自己の経営状態を知 るた
めに,簿 記に よって白らの責任において記帳す るものである。
(注)
1)農 業法人は,当 初,個 別農家 の課税対策を契機 として,農 家の一戸一法人の有限会社 として誕生 した
が,制 度上是認 されたのは,昭 和36年農業基本法の制定 と同法17条の協業助長 の具体的 な法的措置に よ'
り,同37年に農協法,農 地法の一部改訂がなされ,こ こに農業法人 として農地 法上 「農業生産 法人」 と
い う呼称 で農事組合法人,有 限会社,卜合名会祉,合 資会社 の四法人に限 って認め られた。 しか し,農 地
法の理念 であ るn作 農主義に象徴 され るような,旧 来の農業構造 の桂桔か ら脱 し得ず,法 人格 と云 えど
も実質内容を伴なわないでい る。綿 谷越夫氏は 「農業生産 法人 の(1作農主義」(1965.農業法研究,2
号p.109)においてr農 業生産法人 も.そ れ が法人経営の一類型であ るか ぎ り,農地 の所有ない し経営
の主体と しての法人 といわれ る」耕作」者主体 としての自然人 とは分離 しているか ら,こ れ らの主体 の
三位一体化を基調 とす る自作農主義か ら外れてい る。だが農業生産法 人を法人 その ものではな く,そ の
構成員にそ くしてみたぽあい,lll作農主義はやは り貫徹 してい る』 ことを指摘 している。その後,昭 和
45年の農地法改正では農業生産法人の設立条件を緩和 した りしたが,な お所有,経 営,'労働 の三位一体











5.お わ り に
農業経営その ものを理解す るためには社会経 済的な立場か ら,農 業 の生産活動を明 らかに しな
ければな らない。 そのための農業会計の任務は農業に関す る生産活動 を主体 と した経営組織体 を
会計単位 と して,会 計的範囲を限定 し,そ の経営業績,経 営成果 としての純収益を算定す るもの
でなけれぽな らない。「我 々の意味す る純収益は社会経済を形成す る一細胞 としての 経営 の組織
の下 におい て生み出 された もの」1)と理解 し,純 収益 を 経営組織体において,そ の物的帰属にお
いて把握す るものである。一 方,農 家を会計単位 と定め ることは,消 費経済部門を含めた所得計
算であ って,農 家の実質的支配者の人的帰属における所得を算出す ることになる。その内容は農
業所得だろ うと,農 外所得だろ うと,ま た景気 変動利益を含 もうと問 うものではない。近年の農
業 の機械 化,化 学 資材利用 の生産技術 の発展 と,合 理化や近代化の促進か ら編成 された制度的 な
農業 生産組織体は,そ の生産 手段において複雑 な物的財産構成を擁す るものとな ってきた。そ こ
で農業会計の分 野で も会計主体論 の 立場か ら,所 有主理 論(proprietarytheory)ではな く,企
業主体理論(businessentitytheory)によって考察す ることが余儀 な くされたのである。 この理
論的立場は,こ れ まで検討 して きた よ うに家計 と経営の分化が強 く前提 され ていなけれぽな らな
いのであ る。
経営的側面が重要視 されて きた ことか ら様 々な集団的生産組織体が編成 されてきた。協業化,
共同化等に よって一つ の経営組織体の経営規模 が拡大す ると,そ の経営成果や財政状態は より一
層 正確に把握す る必要性を高め ることになる。 とい うのは,同 一経営実体に非家族員の構成員が
現物 出資や労働 出役 とい う形 で参加す るこ とにな り,そ の出資額や労働力に対 して納得 し得 る適
正 な評価を付 さねぽな らない。"身内"と か"血 のつなが り"とかの個人的恣意性 を 排除 し,経
営 そのもの の見地 か ら客観的に評定 しなけれぽな らない。経営の参加報酬に対 して も合理的な成
果分配が な され るために,平 等原則 とか均等原則を設置 しなけれぽな らない。そのための客観的
な経営資料を作成す る必要があ る。 そこで計算機構 自体に正確性を検証する能力を もつ複式簿記
は不 可欠であ る。
実際に,簿 記記帳 も経営規模が零細であれぽ,記 帳対象事実 も少な く,そ れだけに有用性 も少
ない。 しか し,経 営規模が大 きくなれば,記 帳 事実と しての会計事実 も多 くな り,簿 記の有用性
が発揮 され ることにな る。 と りわけ私的要素を欠 く共同経営体では簿記の要必性が高い ことはい
うまで もな い。 この点についてマル クス(KMarx)は 「過程の調整お よび観念的総括 としての
簿記は,過 程が社会的規模で行 なわれ て,純 個人的性格を失 うことが甚だ しくな るに し た が っ
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農業経営における`、家計と経営の末分化"について
て,ま す ます必要 とな る。…… また資本主義 的生産におけ るよ りも共同体的生産において,い っ
そ う必要であ る」2)と指摘 してい る。
経営における農業生産過程を社 会経済的に明 らかにす るためには,経 営事象を社会経済的な貨
幣価値尺度に よって捕捉す ることであ る。 しか し,農 業 生産には耕種部門か ら畜産 部門への自給
飼料,畜 産部門か ら耕種部門への 自給肥料 など,ま た市場性を もたない副産物や中間 生産物 など
収支 事実が伴なわない内部取 引が多 く,そ の価値評定 に多 くの問題を内包 している。 農業統計の
分野では,そ の評価基準を費用価主義,成 分価主義,処 分価主義な ど歴史性を もって研究 されて
いる。 この評価 方式が個別の農業経営の立場 で,農 業会計 としての妥当性の吟味は十分に なされ
ていないのであ る。客観的な信頼 のあ る経営成 果を測定す るためには,農 業生産 の特殊性 を踏 ま
えた基本的 な会計処理基準の 作成が 必要 であ る。統一的な 基準に 準拠 して作成 された会計資料
は,個 別経営分析上 の期間比較や経営比較において有用な役割 を果たす もの となる。
(注)
1)金沢夏樹著 「農業に於けるr純収益9及 びr所得』の概念について」岩波書店,農業と経済,第15巻
第1}」・,1949年sP.57.
2)K.マルクス,向坂逸郎訳 「資本論」岩波書店,1967年,P.155～6.(K.Marx.,DasKapital)
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